




 

 

  ７．資金の調達に関する実績 

  （１）指定事業者事業実施計画期間全体における事業の実施に要する資金額 

総計○○百万円    

  （２）年度別内訳 

   （イ）令和◎年度 

    （ⅰ）資金調達実績額  小計○○百万円 

    （ⅱ）内訳 

      資金調達先     資金調達額 資金調達方法 

 ○○銀行○○支店    ○○百万円     銀行借入 

  □□ □□     □百万円     個人借入 

    

    （ロ）○○年度 

     （ⅰ）資金調達実績額  小計○○百万円 

 

 

     （ⅱ）内訳  

   資金調達先   資金調達額    資金調達方法 

   

             

   

 （備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

記 載 例 

前年度分の資金調達実績額及び内訳（(イ)が令和

２年度の場合、「令和元年度」）を記載してください。

当該報告書には、報告対象年度とその前年度の 2

年度分の記載となります。 

（別記様式第３の１ -3/3-） 

※指定申請時に提出した「指定事業者事業実施計画書」から雇用予定者数の変更等があった場合は、

規則第 13 条第７項の規定に基づき、当該変更の内容が分かる書類を添えて、遅滞なく「指定事業者

事業実施計画書」の変更を認定地方公共団体に届け出た上で、「復興推進事業に関する実施状況報告

書」を提出してください。 

ただし、軽微な変更であり、１．事業の内容と２．事業の実施場所が同一であれば、「指定事業者事

業実施計画書」の変更は不要です。  

銀行借入、個人借

入、自己資金、社債

発行等、資金調達方

法について記載し

てください。 

 









 

 

別記様式第３の４（別紙）（第13条関係） 

  

           指定事業者事業実施計画書 

   

 

１．実施する復興推進事業（以下「事業」という。）の内容 

 

   水産食料品製造業 

 

   資本金額（法人の場合） ○，○○○万円 

従業員数          ○○○人 

     

 

２．事業の実施場所 

 

  ○○市△△１－２－３（△△特定復興産業集積区域） 

○○市□□町□□３２１（□□特定復興産業集積区域） 

 

 

 

 

３．指定事業者事業実施計画期間及び希望する指定の有効期間 

 

  ・指定事業者事業実施計画期間 令和○年○月○日～令和△年△月△日 

                        又は（指定の日から６年間） 

 

  ・希望する指定の有効期間 令和△年△月△日まで 

                        又は（指定の日から６年間） 

 

  

記 載 例 

指定の申請先の認定地方公共団体が作

成した認定復興推進計画に定められた

集積を目指す業種のうち、申請者が実施

するものを、日本標準産業分類を用いて

記載してください（複数記載可）。 

資本金額（法人の場合）及び従業員数を記載してくださ

い。この従業員数は個人事業者又は法人全体の従業員の数

（東日本大震災の被災者ではない労働者や、復興推進事業

以外の事業にのみ従事する労働者を含めた数）を記載して

ください。 

 

（別記様式第３の４(別紙) -1/2-） 

雇用予定者数の変更等があった場合は、規則第 13 条第７項

の規定に基づき、当該変更の内容が分かる書類を添えて、遅

滞なく、その旨を認定地方公共団体に届け出てください。 

１．に記載した事業を行う事業所（指定の申請

先の認定地方公共団体が作成した認定復興推進

計画の区域内に所在するものに限る。）で、４．

の東日本大震災の被災者である労働者が勤務す

るものの住所を全て記載してください。 

また、住所と併せて、当該事務所が所在する特

定復興産業集積区域の名称等も記載してくださ

い。 

事業実施計画期間は、希望する指定

の有効期間を記載してください。 

 

希望する指定の有効期間に

ついては、具体的な年月日を

記載するか、指定の日から一

定期間を記載するか、選択す

ることができます。 

 

認定地方公共団体は、指

定書の交付に際し、指定

の日から起算して６年を

超えない範囲内において

指定の有効期間を付する

こととなっています（参

考：規則第 13 条第５項）。 

※有効期間内において

当該課税の特例の適用が

あり、実施状況報告書の

提出など、各種手続の義

務が発生します。 












